
活動団体名：のと共栄信用金庫

活動地域 ：石川県七尾市

活動におけるテーマ・キャッチコピー
「市民と共に歩む七尾版ローカルSDGsプロジェクト」

令和3年度 環境で地方を元気にする
地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業

成果報告会 発表資料
活動団体の本事業への関わり
今年度より‟環境整備“に取組む ✓

昨年度から引き続き‟環境整備“に取組む

昨年度までの‟環境整備“を経て、今年度より事業化に取組む

昨年度までの‟環境整備“と‟支援チーム派遣（事業化支援）”を受けて引き続き事業化に取組む







地域のありたい未来の実現のために今年度取り組んだこと
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Ⅰ．七尾市におけるローカルＳＤＧｓを強力に推し進める！
産官学金９組織によるローカルＳＤＧｓ地域プラットフォーム「ななおSDGsスイッチ」の設立

＜参画組織メンバー＞
七尾市、国立大学法人金沢大学、能登鹿北商工会、七尾商工会議所、のと共栄信用金庫、
株式会社日本政策金融公庫金沢支店、独立行政法人中小企業基盤整備機構北陸本部、
東京海上日動火災保険株式会社、公益社団法人七尾青年会議所

２０２１年１０月設立！
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Ⅲ．七尾市内の教育現場（小・中・高）でのSDGｓやソーシャルビジネスに関する出前授業！
参画メンバー（日本政策金融公庫・JCI七尾）主催による連携プロジェクト

＜事業概要＞

学校で学んでいるSDGsと地域を結び付けて考えて貰えるよう積極的に教育現場で授業を実施。

地元を離れても地域を想い何か自分に出来ることはないか？と考えられる人財への後押しを実施。
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Ⅳ．市民・事業者・推進メンバー全員がＳＤＧｓと地域の現状を一緒に学ぶ機会を創る！
あらゆる主体が受講できる『能登ＳＤＧｓ市民大学』の開講

＜事業概要＞～市長を塾長として2021年10月に開講（半年間の長丁場）～
能動的市民がドンドン生まれてくる装置として、SDGsの理解とシビックプライド、社会・地域課題解決や
持続的な経営を組み合わせた六方良し経営・創業・新プロジェクト立上げに役立つ学びの場として開講。

＜実施結果＞
・50名ほどの参加で大成功と思っていたら190名の応募と大反響！10代～70代まで幅広い層が受講中。
・190名中150名を超える受講生が修了予定。既に第２期開催を希望する声を多数頂いている状況。
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Ⅴ．ＳＤＧｓを事業経営やプロジェクトへ落とし込み中身ある取組みへ！
参画する経営支援機関によるSDGｓ経営セミナーの実施とSDGｓ相談窓口の開設

＜事業概要＞
域内での『能登SDGs市民大学」の取組みや、メディア等による域外での取組みの盛り上がりに触れ、
SDGｓに関する経営相談や学習ニーズが増加すると見込まれたことから、先んじてその受け皿となる
支援メニューを調整し運用を開始。

「売り手よし、買い手よし、世間よし」に「作り手よし、地球よし、未来よし」を加えた『六方よし経営』を参
考に、自社の事業や経営でSDGsを推進したいけど何からすればいい？という相談から、更なる追及
のお役に立つインプットセミナーを開催。
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Ⅵ．七尾市で動き始めたＳＤＧｓプロジェクトを域内外へ情報発信！
参画メンバー（東京海上日動・JCI七尾）主催による各種SDGｓイベント出展

＜事業概要＞

地域内外に向けて

七尾市で取組む活
動内容について情
報を発信。

七尾市への注目度
アップとシビックプラ
イドの醸成を目的に
活動を実施。



取り組みを通じた地域プラットフォームの変化
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Ⅰ．地域の市民における反応と変化（発見）
・運営側の想像以上に地域への愛着や危機感を持つ市民が潜在的に存在する。
⇒だけど、堅苦しい小難しい施策や取組みでは関心がもたれず他人事のフリをしてしまう。
・掲げる看板や内容、広報に面白さや取っつきやすさがあれば、市民はジブンゴト化できる。
⇒約200名の能動的市民が表面化。主体的に自分で行動を起こそうとし始めている。

Ⅱ．ステークホルダーやコアメンバー等の関係者における変化
・「エスディジーエス」と言っていた人が、「エスディジーズ」と言えるようになった。
・本業の枠のみでの関係から、本業を超えた参画マインドに変化してきたメンバーが出現。
・各参画組織内から地域に対する想いを真剣に語り合え、協力参画する新たな人財が出現。
⇒他方、本業以上をしたくないメンバーは影を潜めるようにもなった。（去る者追わず）
⇒各参画組織内における取組周知やその重要性に関する理解醸成も必要不可欠。
・本事業に対して、市役所原課の職員さんが少しずつ理解してくれるようになってきている。

Ⅲ．地域における取組の輪の拡がり
・運営に携わる参画組織以外の企業様より、事業や取組における連携、新プロジェクトの立
上げオファーを頂くようになった。
・地域で活動している多くの団体や組織が、「持続可能な～」「SDGｓ」などの単語を頻繁に使う
ようになってきており、身近な単語になりつつある。
⇒次のステージは「私はこんな取組みを実践しています」「エシカル消費を心がけてます」な
どの会話が飛び交う状況にまで引き上げる。（認知⇒ジブンゴト化⇒アクション化）



取組におけるボトルネックや新たに見えてきた課題
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Ⅰ．取組みを通して感じたボトルネック（事務局を担う人間の悩み）
・組織幹事が経営支援機関である意識が非常に強くあり、持続可能な地域を実現するための
各論プロジェクトは、この地で生活する市民や事業者が主体的に取組むものであり、我々は
その土壌づくりとアクションを全力サポートする存在というジレンマがある。
⇒このまま地域の「ローカルSDGｓ推進サポート役（装置）」として突き進む。

Ⅱ．プラットフォーム業務を本業として取組める担い手の不足
・専属で本事業に取組める参画組織メンバーがほとんどいない。人口減少や少子高齢化によ
る経済縮小、そして新型コロナウイルス感染症の流行が拍車をかけ、各々の組織も余裕が
ある訳ではない。そのため本事業に割ける人財や時間、予算が限られている。参加できる人
数ではなく、主体的に参画するマインドを持った仲間の数である。
⇒参画組織の本業にも直結する仕組みづくりを整備し、運営側も本業（ジブンゴト）としての関
与を創出する。

Ⅱ．新たに見えてきた課題
・これだけ多くの地域の市民が顕在化したものの、ジブンゴトアクションとしてどれだけの市民
が行動するか不安があり、市民向けの取組評価制度や相談サポートの検討が必要である。
・今後増えてくると考えられる企業の取組みを街全体として適切に評価し、より多くの企業が
取組みたくなる制度設計を検討する必要がある。
・本事業の反響が経済界に留まらず地域全体にインパクトを与えたことから、経済界中心の
参画メンバーで掲げたビジョンを、あらゆる主体が関与したビジョンを新たに策定し、街全体
での共通ビジョンを掲げる必要がある。




